
JP 2012-519609 A 2012.8.30

10

(57)【要約】
　視角依存性色を呈し、複数の離散型伸長要素を備える
有色ウェブ材料。一実施形態では、有色ウェブ材料は第
一ウェブ材料と第二ウェブ材料とを含み、第一ウェブ材
料は、第一屈折特性を有する第一ポリマーを含み、第二
ウェブ材料は、第二屈折特性を有する第二ポリマーを含
み、上記第一ポリマーの上記第一屈折特性は、上記第二
ポリマーの上記第二屈折特性とは異なる。一実施形態で
は、有色ウェブ材料は、有色ウェブ材料の少なくとも１
つの層に組み込まれた干渉顔料を含む。一実施形態では
、離散型伸長要素は、約５００マイクロメートル未満の
直径を有する。一実施形態では、有色ウェブ材料は、１
平方センチメートル当たり少なくとも約９５個の伸長要
素を備える。一実施形態では、離散型伸長要素は、少な
くとも約０．２のアスペクト比を有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　視角依存性色を呈し、第一ウェブ材料と第二ウェブ材料とを含む多層有色ウェブ材料で
あって、
　前記第一ウェブ材料は、第一屈折特性を有する第一ポリマーを含み、前記第二ウェブ材
料は、第二屈折特性を有する第二ポリマーを含み、
　前記第一ポリマーの前記第一屈折特性は、前記第二ポリマーの前記第二屈折特性とは異
なり、
　前記多層有色ウェブ材料は、開口近位端と、開口又は閉口遠位端と、側壁と、を含む複
数の離散型伸長要素を備え、
　（ａ）前記離散型伸長要素は、約５００マイクロメートル未満の直径を有し、
　（ｂ）前記離散型伸長要素は、少なくとも約０．２のアスペクト比を有し、及び／又は
、
　（ｃ）前記多層有色ウェブ材料は、１平方センチメートル当たり少なくとも約９５個の
伸長要素を備える、多層有色ウェブ材料。
【請求項２】
　前記離散型伸長要素が、前記離散型伸長要素の前記遠位端に、及び／又は、前記離散型
伸長要素の前記側壁に沿って、薄化部分を備える、請求項１に記載の多層有色ウェブ材料
。
【請求項３】
　前記離散型伸長要素の前記薄化部分が、前記多層有色ウェブ材料の前記離散型伸長要素
を包囲するランド領域の厚さと比較して、少なくとも約２５％の薄化を呈する、請求項２
に記載の多層有色ウェブ材料。
【請求項４】
　前記多層有色ウェブ材料が、熱可塑性フィルムを含む多層前駆体ウェブから構成される
、請求項１～３のいずれか一項に記載の多層有色ウェブ材料。
【請求項５】
　前記離散型伸長要素が、約５００マイクロメートル未満、好ましくは約３００マイクロ
メートル未満の直径を有する、請求項１～４のいずれか一項に記載の多層有色ウェブ材料
。
【請求項６】
　前記離散型伸長要素が、少なくとも約０．２、好ましくは約０．５のアスペクト比を有
する、請求項１～５のいずれか一項に記載の多層有色ウェブ材料。
【請求項７】
　前記有色ウェブ材料が、１平方センチメートル当たり少なくとも約９５個の離散型伸長
要素、好ましくは１平方センチメートル当たり少なくとも約５００個の離散型伸長要素を
備える、請求項１～６のいずれか一項に記載の多層有色ウェブ材料。
【請求項８】
　視角依存性色を呈する有色ウェブ材料であって、
　前記有色ウェブ材料は、開口近位端と、開口又は閉口遠位端と、側壁と、を含む複数の
離散型伸長要素を備え、
　前記有色ウェブ材料は、前記有色ウェブ材料の少なくとも１つの層に組み込まれた干渉
顔料を含み、
　（ａ）前記離散型伸長要素は、約５００マイクロメートル未満の直径を有し、
　（ｂ）前記離散型伸長要素は、少なくとも約０．２のアスペクト比を有し、及び／又は
、
　（ｃ）前記有色ウェブ材料は、１平方センチメートル当たり少なくとも約９５個の離散
型伸長要素を備える、有色ウェブ材料。
【請求項９】
　前記離散型伸長要素が、前記離散型伸長要素の前記遠位端に、及び／又は、前記離散型
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伸長要素の前記側壁に沿って、薄化部分を備える、請求項８に記載の有色ウェブ材料。
【請求項１０】
　前記離散型伸長要素の前記薄化部分が、前記多層有色ウェブ材料の前記離散型伸長要素
を包囲するランド領域の厚さと比較して、少なくとも約２５％の薄化を呈する、請求項９
に記載の有色ウェブ材料。
【請求項１１】
　前記有色ウェブ材料が、熱可塑性フィルムを含む前駆体ウェブから構成される、請求項
８～１０のいずれか一項に記載の有色ウェブ材料。
【請求項１２】
　前記離散型伸長要素が、約５００マイクロメートル未満、好ましくは約３００マイクロ
メートル未満の直径を有する、請求項８～１１のいずれか一項に記載の有色ウェブ材料。
【請求項１３】
　前記離散型伸長要素が、少なくとも約０．２、好ましくは約０．５のアスペクト比を有
する、請求項８～１２のいずれか一項に記載の有色ウェブ材料。
【請求項１４】
　前記有色ウェブ材料が、１平方センチメートル当たり少なくとも約９５個の離散型伸長
要素、好ましくは１平方センチメートル当たり少なくとも約５００個の離散型伸長要素を
備える、請求項８～１３のいずれか一項に記載の有色ウェブ材料。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、視角依存性色を呈し、複数の離散型伸長要素を備える有色ウェブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性フィルムなどのウェブ材料は、吸収性物品（トップシート及びバックシートな
ど）、包装（かぶせ形式上包み、収縮包装及びポリバッグなど）、ゴミ袋、食品包装、デ
ンタルフロス、拭き取り用品、電子部品及びこれらに類するものといった様々な用途を有
する。ウェブ材料のこれらの用途の多くにとって、ウェブ材料が、望ましい感触、視覚的
印象及び／又は聴覚的印象などの審美的に好ましい特徴を有することは有益であり得る。
【０００３】
　ウェブ材料は、ウェブ材料の中に直接組み込むか又はウェブ材料の表面上に印刷するか
のいずれかで着色剤を添加し、審美的に好ましい図形を作製して、ウェブ材料の外観を改
善することによって、より審美的に好ましいものになってきている。しかしながら、この
手法は典型的には、ウェブ材料の感触又は音響特性を改善しない。
【０００４】
　他のウェブ材料は、マイクロテクスチャをウェブ材料に加えるために加工されてきてお
り、これはウェブ材料の感触を改善することができ、並びに／又は、ウェブ材料の光沢を
低減することができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　当該技術分野において既知ではあるものの、望ましい感触、視覚的印象及び／又は聴覚
的印象を有するより審美的に好ましいウェブ材料、特に、ウェブの望ましい領域内に薄化
を呈する複数の離散型伸長要素を備えるウェブ材料、を開発する欲求が存在したままであ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、感触、視覚的印象及び／又は聴覚的印象などの望ましい審美性を提供するた
めに、視角依存性色を呈し、複数の離散型伸長要素を備える有色ウェブ材料に関する。
【０００７】
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　一実施形態では、本発明は、視角依存性色を呈し、第一ウェブ材料と第二ウェブ材料と
を含む多層有色ウェブ材料を包含し、第一ウェブ材料は、第一屈折特性を有する第一ポリ
マーを含み、第二ウェブ材料は、第二屈折特性を有する第二ポリマーを含む。第一ポリマ
ーの第一屈折特性は、第二ポリマーの第二屈折特性とは異なる。多層ウェブは、開口近位
端と、開口又は閉口遠位端と、側壁と、を含む複数の離散型伸長要素を更に含む。離散型
伸長要素は、所望により、離散型伸長要素の遠位端に、及び／又は、離散型伸長要素の側
壁に沿って、薄化部分を備える。一実施形態では、離散型伸長要素は、約５００マイクロ
メートル未満の直径を有する。一実施形態では、多層ウェブは、１平方センチメートル当
たり少なくとも約９５個の伸長要素を備える。一実施形態では、離散型伸長要素は、少な
くとも約０．２のアスペクト比を有する。
【０００８】
　別の実施形態では、本発明は、視覚依存性色を呈し、複数の離散型伸長要素を備えると
共に、有色ウェブ材料の少なくとも１つの層に干渉顔料を含む有色ウェブ材料を包含する
。離散型伸長要素は、開口近位端と、開口又は閉口遠位端と、側壁と、を備える。離散型
伸長要素は、所望により、離散型伸長要素の遠位端に、及び／又は、離散型伸長要素の側
壁に沿って、薄化部分を備える。一実施形態では、離散型伸長要素は、約５００マイクロ
メートル未満の直径を有する。一実施形態では、多層ウェブは、１平方センチメートル当
たり少なくとも約９５個の伸長要素を備える。一実施形態では、離散型伸長要素は、少な
くとも約０．２のアスペクト比を有する。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
　本特許又は出願書類は、少なくとも１つのカラー印刷された図面又は写真を含有する。
カラー図面又はカラー写真を備える、本特許又は特許出願公開の複製は、要請があれば、
必要な手数料を支払うことにより、特許庁によって提供されるであろう。
【図１】本発明の有色ウェブ材料の一部の斜視図。
【図２】本発明の有色ウェブ材料の一部の断面図。
【図３】本発明の有色ウェブ材料の一部の斜視図。
【図４】本発明の有色ウェブ材料の上面を示す顕微鏡写真。
【図５】本発明の有色ウェブ材料の一部の断面図を示す顕微鏡写真。
【図６】本発明の有色ウェブ材料の一部の斜視図。
【図７Ａ】本発明の未伸張状態の真珠光沢フィルム前駆体ウェブの上面図。
【図７Ｂ】本発明の伸張状態の真珠光沢フィルム前駆体ウェブの上面図。
【図８Ａ】図７Ａの未伸張状態の真珠光沢フィルム前駆体ウェブの一部の断面を示す顕微
鏡写真。
【図８Ｂ】図７Ｂの伸張状態の真珠光沢フィルム前駆体ウェブの一部の断面を示す顕微鏡
写真。
【図９】本発明の有色ウェブを作製するための連続プロセスの略図。
【図１０】本発明の有色ウェブを製造するのに好適な成形構造体の一部の写真。
【図１１】本発明の有色ウェブを製造するのに好適な成形構造体の隆起要素の側面を示す
顕微鏡写真。
【図１２】本発明の有色ウェブの一部の写真。
【図１３】閉口遠位端を有する伸長要素を示す本発明の有色ウェブの一部の顕微鏡写真。
【図１４】開口遠位端を有する伸長要素を示す本発明の有色ウェブの一部の顕微鏡写真。
【図１５】本発明の有色ウェブを製造するのに好適な成形構造体の隆起要素の側面を示す
顕微鏡写真。
【図１６】婦人衛生パッド用外側包装材料として使用される本発明の有色ウェブの写真。
【図１７】婦人衛生パッド用外側包装材料として使用される本発明の有色ウェブの写真。
【図１８】本発明の有色ウェブの一部の上面を示す顕微鏡写真。
【図１９】図１８の有色ウェブの一部の断面を示す顕微鏡写真。
【図２０】本発明の有色ウェブの一部の写真。
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【図２１】図２０の有色ウェブの一部の更なる拡大写真。
【図２２】図２０の有色ウェブの一部の上面の顕微鏡写真。
【図２３】図２２の有色ウェブの一部の側面の顕微鏡写真。
【図２４】本発明の有色ウェブの斜視面写真。
【図２５】図２４の有色ウェブの一部の顕微鏡写真上面図。
【図２６】図２５の有色ウェブの一部の顕微鏡写真側面図。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明は、視角依存性色を呈し、複数の離散型伸長要素を備える有色ウェブを包含する
。本発明は、複数の離散型伸長要素を備える多層ウェブ材料を更に包含し、ウェブ材料の
層は、異なる屈折特性を有するポリマーから作製される。本発明は、複数の離散型伸長要
素を備えるウェブ材料を更に包含し、ウェブ材料はウェブ材料の少なくとも１つの層に組
み込まれた干渉顔料を含む。
【００１１】
　視角依存性色を呈し、複数の離散型伸長要素を備える有色ウェブ
　本発明の有色ウェブ材料は前駆体ウェブ材料から作製され、前駆体ウェブ材料は下記の
プロセスに従って処理されて、本発明の有色ウェブ材料を形成する。
【００１２】
　本発明の有色ウェブ材料は、単層ウェブ材料又は多層ウェブ材料を含むことができる。
【００１３】
　一実施形態では、本発明のウェブは多層ウェブを含み、第一層は、第一屈折特性を有す
るポリマーを含み、第二層は、第二屈折特性を有するポリマーを含み、第一及び第二屈折
特性は異なる。このような多層ウェブ材料は、数百層を含むことができる。
【００１４】
　一実施形態では、本発明のウェブは、有色ウェブの少なくとも１つの層に干渉顔料を含
む。
【００１５】
　前駆体ウェブは、様々な所望の構造的特徴及び特性（所望の柔らかい手触り及び審美的
に好ましい視覚的外観など）を有することができる三次元有色ウェブを形成するために、
加工される。下記のように、本発明の有色ウェブを形成するために、多様なプロセスを利
用することができる。
【００１６】
　一実施形態では、本明細書に記載のプロセスから得られるウェブは、米国特許第７，４
０２，７２３号及び同第７，５２１，５８８号に詳細に記載されているものと同様の伸長
要素を備えることができる。
【００１７】
　本発明の有色ウェブ材料は、典型的には、開口近位端と開口又は閉口遠位端とを備える
離散型伸長要素を備える。離散型伸長要素は、所望により、離散型伸長要素の遠位端に、
及び／又は、離散型伸長要素の側壁に沿って、薄化を呈することができる。多層前駆体ウ
ェブについては、離散型伸長要素の遠位端における及び／又は側壁に沿った有色ウェブ材
料の薄化により、薄化しているウェブの領域において、ウェブの底層の色は最上層を通し
てより視認可能になり、最上層の色は底層を通してより視認可能になる。前駆体ウェブの
少なくとも１つの表面上に位置する着色剤を含む単層前駆体ウェブについては、離散型伸
長要素の遠位端における及び／又は側壁に沿った有色ウェブ材料の薄化により、前駆体ウ
ェブの表面上に配置された着色剤も薄くなるか又は断裂することが可能になり、その結果
、前駆体ウェブの単層の色は、着色剤が薄くなっている又は断裂しているウェブの領域に
おいて、より視認可能になる。このことにより、離散型伸長要素により有色ウェブに形成
された特定のパターンを強調する有色ウェブの視覚的審美性における対照を提供すること
ができ、審美的に好ましいウェブ材料を作り出すことができる。
【００１８】
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　異なる屈折率を有するポリマーから作製される層を含む多層ウェブ材料の離散型伸長要
素を薄化することにより、薄化領域において各層の屈折特性を変えることができ、これは
ウェブの視覚的印象を変え、離散型伸長要素により作り出されるパターンを強調するのに
役立つことができる。更に、三次元トポグラフィーは、このような多層ウェブ材料の角度
依存性に起因して、伸長要素の見かけの色を異なるものにする。それゆえに、伸長要素の
遠位端における及び／又は側壁に沿った薄化がない場合でも、伸長要素から生じる三次元
トポグラフィーは、見かけの色変化の視覚的効果を生じることができる。
【００１９】
　多層ウェブの特定の実施形態では、下位層（例えば、底層）は、上位層（例えば、最上
層）を通過して伸長しない。この態様では、特に、離散型伸長要素の遠位端が閉口である
実施形態では、上位／最上層は、分断又は破壊されず、連続性を維持する。
【００２０】
　図１は、三次元有色ウェブ１８の一実施形態の部分図である。三次元有色ウェブ１８は
前駆体ウェブから製造され、これは、下記のような、単層のウェブ材料、又は多層の共押
出伸長若しくは積層ウェブ材料であることができる。図１に示すように、前駆体ウェブは
、第一層２０と第二層２２を含む二層積層フィルムである。多層ウェブ材料の一方又は両
方の層は、着色剤を含むことができる。多層フィルム材料は、表面薄層を含むフィルムを
包含する積層フィルムを作製するために当該技術分野において既知のように共押出成形さ
れてもよい。
【００２１】
　図１は、有色ウェブ１８が複数の離散型伸長要素２４を備えることを更に示す。離散型
伸長要素２４は、通常はウェブの第一表面上に、ウェブの隆起した伸長部として形成され
る。有色ウェブを形成するために使用される成形構造体に依存して、離散型伸長要素は、
ウェブの両面から伸長してもよい。有色ウェブ１８上の離散型伸長要素２４の数、寸法及
び分布は、所望される柔らかい感触、音響効果及び視覚的効果に基づいて、予め定めるこ
とができる。使い捨て吸収性物品におけるトップシート、バックシート若しくは剥離紙包
装材料又は包装などの用途については、離散型伸長要素２４は有色ウェブ１８の一方の表
面からのみ隆起することが所望され得る。それゆえに、有色ウェブ１８が使い捨て吸収性
物品においてトップシートとして使用される場合、有色ウェブ１８は、離散型伸長要素２
４が非常に柔らかい印象で皮膚に接触するように配置することができる。更に、閉口遠位
端２６を有する離散型伸長要素２４により、再湿潤は減少する、すなわち、トップシート
の開口から下部の吸収層に最初に通過した後にトップシートの表面に再導入される流体の
量は減少することができる（マクロ開口などの開口が本明細書の図に示されていないこと
に留意されたい）。
【００２２】
　図２は、本発明の有色ウェブ１８の一実施形態の一部の断面図である。図２に示すよう
に、離散型伸長要素２４は、有色ウェブ１８の第一表面２８から隆起しているものとして
述べることができる。このように、離散型伸長要素２４は、前駆体ウェブ３０と一体であ
り、前駆体ウェブ３０の恒久的局所塑性変形により形成されるものとして述べることがで
きる。離散型伸長要素２４は、開口近位部３４及び閉口又は開口遠位端２６を画定する側
壁３２を有するものして述べることができる。離散型伸長要素２４は各々、隣接する伸長
要素間の最小振幅Ａｍｉｎから閉口又は開口遠位端２６における最大振幅Ａｍａｘまでで
測定される高さｈを有する。離散型伸長要素は直径ｄを有し、これは、ほぼ円筒形の構造
について、横方向断面での外径である。「横方向」は、第一表面２８の平面にほぼ平行で
あることを意味する。不均一な横方向断面を有するほぼ円柱状の離散型伸長要素、及び／
又は、離散型伸長要素の非円筒形構造について、直径ｄは、図２に示すように、離散型伸
長要素の高さｈの１／２における平均横方向断面寸法として測定される。したがって、離
散型伸長要素２４について、ｈ／ｄとして定義されるアスペクト比を決定することができ
る。離散型伸長要素２４は、少なくとも約０．２、少なくとも約０．３、少なくとも約０
．５、少なくとも約０．７５、少なくとも約１、少なくとも約１．５又は少なくとも約２
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のアスペクト比ｈ／ｄを有することができる。離散型伸長要素２４は、典型的には、少な
くとも約３０マイクロメートル、少なくとも約５０マイクロメートル、少なくとも約６５
マイクロメートル、少なくとも約８０マイクロメートル、少なくとも約１００マイクロメ
ートル、少なくとも約１２０マイクロメートル、少なくとも約１５０マイクロメートル又
は少なくとも約２００マイクロメートルの高さｈを有する。離散型伸長要素２４は、典型
的には、約５０マイクロメートル～約５，０００マイクロメートル、約５０マイクロメー
トル～約３，０００マイクロメートル、約５０マイクロメートル～約５００マイクロメー
トル、約６５マイクロメートル～約３００マイクロメートル又は約７５マイクロメートル
～約２００マイクロメートルの直径ｄを有する。一実施形態では、成形構造体１０の離散
型隆起要素１５は、約５００マイクロメートル未満の直径を有する。
【００２３】
　ほぼ非円柱状又は不規則性形状を有する離散型伸長要素について、離散型伸長要素の直
径は、高さの１／２で離散型伸長要素の旋回半径の２倍として定義することができる。
【００２４】
　ウェブ材料全体にわたって縦方向に伸長し、その結果、伸長要素が、開口である伸長要
素の側壁の一部を有する、凸部などの形状を有する離散型伸長要素について、離散型伸長
要素の直径は、高さの１／２での伸長要素の２つの対向する側壁の間の平均最小幅として
定義することができる。図３は、凸形状である離散型伸長要素を備える有色ウェブを示し
、離散型伸長要素は、高さｈの１／２で測定された直径ｄを有する。
【００２５】
　一般に、任意の個別の離散型伸長要素２４の実際の高さｈは決定することが困難である
ため、並びに、実際の高さは変動し得るため、複数の離散型伸長要素の平均高さｈａｖｇ

が、有色ウェブ１８の所定の領域にわたって平均最小振幅Ａｍｉｎ及び平均最大振幅Ａｍ

ａｘを決定することにより、決定することができる。このような平均高さｈｐａｖｇは、
典型的には、上記の高さの範囲内に収まる。同様に、様々な断面寸法に関し、平均直径ｄ

ａｖｇを複数の離散型伸長要素２４について決定することができる。このような平均直径
ｄａｖｇは、上記の直径の範囲内に収まる。このような振幅及び他の寸法測定値は、コン
ピューターを使用した走査顕微鏡及びデータ処理によるといった当該技術分野において既
知の任意の方法で割り出すことができる。それゆえに、有色ウェブ１８の所定の部分につ
いての離散型伸長要素２４の平均アスペクト比ＡＲａｖｇは、ｈａｖｇ／ｄａｖｇとして
表すことができる。
【００２６】
　特定の実施形態では、離散型伸長要素の高さは、下記のように異なる色又は色相を作り
出すために、変動させることができる。例えば、離散型伸長要素は、隣接する伸長要素と
比較したときに、段階的に増加又は減少する高さを有することができ、これにより、滑ら
かな色勾配を作り出すことができる。あるいは、隣接する伸長要素又は伸長要素の隣接区
域は、高さをより急激に変えることができ、これにより色外観に急激な違いを作り出すこ
とができる。
【００２７】
　一実施形態では、離散型伸長要素２４の直径は一定であるか、又は、振幅の増加と共に
減少する（振幅は増加して閉口又は開口遠位端２６にて最大になる）。図２に示すように
、例えば、離散型伸長要素２４の直径又は平均横方向断面寸法は、近位部３４にて最大で
あることができ、横方向断面寸法は遠位端２６に向かって一定減少する。
【００２８】
　一実施形態では、離散型伸長要素は、米国特許第４，８４６，８２１号に記載のものな
どの離散型のキノコ状表面段差であることができる。
【００２９】
　図２に示すように、前駆体ウェブ３０の所望による薄化は、高いアスペクト比の離散型
伸長要素２４を形成するために必要とされる比較的深い絞りに起因して、生じる。例えば
、薄化は、閉口又は開口遠位端２６にて、及び／又は、側壁３２に沿って、観察すること
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ができる。「観察される」とは、拡大断面図で見た場合に、薄化が明瞭であることを意味
する。
【００３０】
　このような薄化は、所望によるものではあるが、接触されたときに薄化部分が圧縮又は
剪断にほとんど抵抗を示さないことから、柔軟性の観点からは有益であり得る。例えば、
人が有色ウェブ１８の離散型伸長要素２４を呈している側に触れた場合に、その人の指先
はまず、離散型伸長要素２４の閉口又は開口遠位端２６に接触する。離散型伸長要素２４
の高いアスペクト比、並びに、遠位端２６にて又はその近くで前駆体ウェブ３０の壁が薄
化することに起因して、離散型伸長要素２４は、人の指により有色ウェブ上に付与される
圧縮又は剪断にほとんど抵抗を示さない。この抵抗の欠失は、ベロア布地の感触に酷似し
た柔軟な感触に関係する。
【００３１】
　このような薄化はまた、所望によるものではあるが、薄化領域が薄化していない領域と
は異なる視覚的印象を提供できるので、視覚的印象の見地からも有益であることができる
。例えば、本発明の前駆体ウェブが二層ウェブであり、最上層と底層が各々異なる着色剤
を含み、それゆえに異なる色を呈する場合には、薄化により、有色ウェブの最上面を見た
際に底層の色が、より視認可能になる。例えば、これにより、底層が白色又は黒色である
場合に、それぞれ、離散型伸長要素を明るく又は暗くすることができる。あるいは、これ
は、異なる区域における薄化の程度に依存して、新たな異なる色又は色の組み合わせの伸
長要素を作り出すことができ、例えば、青い最上層と黄色の底層を含む二層前駆体フィル
ムは、緑の伸長要素を作り出すことができる。色変化は、薄化領域における伸長要素の外
側及び内側の両方において影響を受ける。前駆体ウェブが交互の層で異なる屈折率を有す
る多層ウェブである場合（例えば、真珠光沢フィルム）、薄化は、青方偏移を生じること
ができ、あるいは、おそらくは有色前駆体ウェブを無色の伸長要素を有するウェブに転移
させることさえできる。これは、有色ウェブの離散型伸長要素により作り出されるパター
ンを強調できる独特の視覚効果を提供する点で重要であり得る。
【００３２】
　閉口又は開口遠位端２６における及び／又は側壁３２に沿った前駆体ウェブの所望によ
る薄化は、前駆体ウェブの厚さに関して、又は、着色ウェブの離散型伸長要素を完全に包
囲するランド領域の厚さに関して、測定することができる。前駆体ウェブは、典型的には
、前駆体ウェブの厚さに関して、少なくとも約２５％、少なくとも約５０％又は少なくと
も約７５％の薄化を呈する。前駆体ウェブは、典型的には、有色ウェブの離散型伸長要素
を包囲するランド領域の厚さに関して、少なくとも約２５％、少なくとも約５０％又は少
なくとも約７５％の薄化を呈する。
【００３３】
　本明細書に開示されているような離散型伸長要素のみを有し、巨視的開口又は開口遠位
端を有する離散型伸長要素を有さない流体不浸透性ウェブは、流体浸透性が必要とされな
い任意の用途に柔軟性を提供することができることに留意すべきである。開口遠位端はま
た、例えば、通気包装用途などの通気又は空気若しくは液体の通路を必要とする用途に望
ましいものであり得る。したがって、本発明の一実施形態では、本発明は、その少なくと
も１つの表面上に柔らかく絹のような触感を呈する有色ウェブとして述べることができ、
有色ウェブの絹のような感触の表面は離散型伸長要素のパターンを呈し、離散型伸長要素
の各々は、ウェブ表面の隆起伸長であり、開口近位部と閉口又は開口遠位端とを画定する
側壁を有し、離散型伸長要素は、開口近位部にて又はその近くで最大横方向断面寸法を有
する。
【００３４】
　本発明の有色ウェブはまた、改善された音響効果を呈することができる。例えば、制御
又は手動操作される場合、有色ウェブは、前駆体ウェブと比較して、小さな音を作り出す
。
【００３５】
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　離散型伸長要素の「領域密度」は、第一表面の単位面積当たりの離散型伸長要素の数で
あり、最適化することができ、有色ウェブは、典型的には、１平方センチメートル当たり
約４～約１０，０００個、約９５～約１０，０００個、約２４０～約１０，０００個、約
３５０～約１０，０００個、約５００～約５，０００個又は約７００～約３，０００個の
離散型伸長要素を備える。所定の領域における離散型伸長要素の数を決定することに関し
、サンプル領域が特定の離散型伸長要素の一部のみを備える場合には、その特定の離散型
伸長要素は、所定の領域内の離散型伸長要素の計数に含まれる。
【００３６】
　一般に、中心間離間距離は、（所望であれば）流体の保持を最小化するために、又は、
（所望であれば）物質を捕捉するために、適切な触感について最適化することができる。
隣接する離散型伸長要素同士の中心間離間距離は、約１００マイクロメートル～約５，０
００マイクロメートル、約１００マイクロメートル～約１，０２０マイクロメートル、約
１００マイクロメートル～約６４０マイクロメートル、約１５０マイクロメートル～約５
００マイクロメートル又は約１８０マイクロメートル～約４３０マイクロメートルである
ことができる。
【００３７】
　図４は、ランド領域３６により完全に包囲された複数の離散型伸長要素２４を備える本
発明の有色ウェブ１８の一実施形態の上面の顕微鏡写真である。
【００３８】
　図５は、有色ウェブの離散型伸長要素の断面を含む本発明の有色ウェブの一実施形態の
断面の顕微鏡写真である。
【００３９】
　図６は、複数の離散型伸長要素２４を備える本発明の有色ウェブ１８の一実施形態を示
し、離散型伸長要素２４は、開口遠位端２６と開口近位部３４とを有する。
【００４０】
　有色又は半透明ウェブは、例えば、流体が有色又は半透明ウェブを貫流できるようにす
る大きな開口を更に備えることができる。このような大きな開口の寸法は、約０．５平方
ｍｍ～約５平方ｍｍの範囲であることができる。好適なマクロ開口の例は、米国特許出願
公開第２００８／０１３８５７４（Ａ１）号、並びに、米国特許第７，５２１，５８８号
第７段１１～４７行及び図６に記載されている。
【００４１】
　前駆体ウェブ
　本発明の離散型伸長要素を複数備える有色ウェブは、様々な前駆体ウェブ材料から製造
することができる。前駆体ウェブは、好ましくは下記のプロセスを利用して、複数の伸長
要素を備える有色ウェブに変換される。好適な前駆体ウェブは、前駆体ウェブに対して印
加される圧力及び成形構造体により変形することができる材料を含み、その結果、前駆体
ウェブは、破裂有り又は無しで、本発明の有色ウェブを製造するための成形構造体のトポ
グラフィーに適合することができる。
【００４２】
　本発明の前駆体ウェブは、典型的には、合成材料、金属材料、生物学的材料（特に、動
物由来材料）又はこれらの組み合わせを含む。前駆体ウェブは、所望により、セルロース
系材料を含むことができる。一実施形態では、前駆体ウェブは、セルロース系材料を含ま
ない。好適な前駆体ウェブの非限定例としては、高分子フィルム、金属箔（例えば、アル
ミニウム、真鍮、銅及びこれらに類するもの）、持続性ポリマーを含むウェブ、発泡体、
合成繊維を含む繊維状不織布ウェブ（例えば、ＴＹＶＥＫ（登録商標））、コラーゲンフ
ィルム、キトサンフィルム、レーヨン、セロファン及びこれらに類するものが挙げられる
。好適な前駆体ウェブとしては更に、これらの材料の積層体又はブレンドが挙げられる。
【００４３】
　前駆体が繊維ウェブである場合、繊維ウェブは典型的には高密度を有し、その結果、フ
ィルム材と同様に機能する。このような高密度繊維ウェブの一例は、ＴＹＶＥＫ（登録商
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標）である。
【００４４】
　一実施形態では、前駆体ウェブは高分子フィルムである。好適な高分子フィルムとして
は、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリスチレン、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥ
Ｔ）、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）、ナイ
ロン、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）（例えば、ＴＥＦＬＯＮ）又はこれらの
組み合わせなどの熱可塑性フィルムが挙げられる。好適な高分子フィルムは、ポリマーの
ブレンド又は混合物を含むことができる。
【００４５】
　特定の実施形態では、前駆体ウェブは、ポリラクチド、ポリグリコシド、ポリヒドロキ
シアルカノエート、多糖、ポリカプロラクトン及びこれらに類するもの及びこれらの混合
物などの持続性ポリマーを含むウェブであることができる。
【００４６】
　本発明の有色ウェブ材料に加工される前、前駆体ウェブの厚さは、典型的には、約５マ
イクロメートル～約１５０マイクロメートル、約８マイクロメートル～約１００マイクロ
メートル、又は約１０マイクロメートル～約８０マイクロメートルの範囲である。
【００４７】
　所望により、前駆体ウェブは、本発明の有色ウェブに加工する前に、弾性率を低下させ
るために、及び／又は、脆くないようにするために、可塑化してもよい。
【００４８】
　一実施形態では、前駆体ウェブは、ひずみ硬化する。前駆体ウェブのひずみ硬化特性は
、本発明のプロセスにおいて前駆体ウェブが成形構造体の離散型隆起要素に適合するのを
促進するために望ましいものであり得る。これは、有色ウェブを製造するために好ましい
ものであることができ、有色ウェブの伸長要素の閉口遠位端が所望される。
【００４９】
　前駆体ウェブは、本発明のエンボス加工プロセスにより本明細書に記載の有色ウェブに
形成するのに十分な材料特性を有する高分子フィルムなどの任意の材料であることができ
る。前駆体ウェブは典型的には降伏点を有し、前駆体ウェブは、好ましくは、有色ウェブ
を形成するために、本発明のプロセスによりその降伏点を超えて伸張される。すなわち、
前駆体ウェブは、所望の閉口遠位端を有する離散型伸長要素を製造するために、ある範囲
まで破裂なしに前駆体ウェブがひずむことができるように、又は、開口遠位端を備える離
散型伸長要素を備える有色ウェブの場合には、開口遠位端を形成するために破裂するよう
に、十分な降伏特性を有すべきである。下記のように、温度及びひずみ速度などのプロセ
ス条件は、所望の離散型伸長要素を備える本発明の有色ウェブを形成するために破裂有り
又は無しで伸張させるべく、所定のポリマーによって変えることができる。それゆえに、
いくつかの実施形態では、本発明のウェブを製造するための前駆体ウェブとして使用する
のに好ましい出発物質は、低い降伏特性と高い伸長特性を呈することが判明している。更
に、先に述べたように、前駆体ウェブは、好ましくは、ひずみ硬化する。本発明のプロセ
スで前駆体ウェブとしての使用に好適なフィルムの例としては、低密度ポリエチレン（Ｌ
ＤＰＥ）、線状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、ポリプロピレン、及び、線状低密度
ポリエチレンと低密度ポリエチレンとのブレンド（ＬＬＤＰＥ／ＬＤＰＥ）を含むフィル
ムが挙げられる。
【００５０】
　前駆体ウェブはまた、本発明の前駆体ウェブとして使用するために、十分に変形可能で
なければならず、十分な延性を有するべきである。本明細書で使用するとき、用語「変形
可能」は、その弾性限度を超えて伸張されると、その新しく形成された適合を実質的に維
持し、並びに、得られた有色ウェブの離散型伸長要素の遠位端にて又はその近くにて薄化
を実質的に呈する材料を示す。
【００５１】
　本発明の前駆体ウェブとしての使用に好適であることが判明している１つの材料は、Ｔ
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ｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ（Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩ，ＵＳＡ）か
ら入手可能なＤＯＷＬＥＸ　２０４５Ａポリエチレン樹脂である。２０マイクロメートル
の厚さを有するこの材料のフィルムは、少なくとも１２ＭＰａの引張降伏、少なくとも５
３ＭＰａの極限引張、少なくとも６３５％の極限伸長及び少なくとも２１０ＭＰａの引張
係数（２％セカント）を有することができる（上記の各測定値は、ＡＳＴＭ　Ｄ　８８２
に従って決定される）。他の好適な前駆体ウェブとしては、ＲＫＷ　ＵＳから入手可能な
約２５マイクロメートル（１．０ｍｉｌ）の厚さであり、約２４グラム毎平方メートル（
「ｇｓｍ」）の坪量を有するポリエチレンフィルム、及び、ＲＫＷ　ＵＳから入手可能な
約１４ｇｓｍの坪量及び約１５マイクロメートルの厚さを有するポリエチレン／ポリプロ
ピレンフィルムが挙げられる。
【００５２】
　前駆体ウェブは、２つ以上のウェブの積層体であることができ、並びに、共押出積層体
であることができる。例えば、前駆体ウェブは二層を含むことができ、並びに、前駆体ウ
ェブは三層を含むことができ、最も内側の層はコア層と呼ばれ、２つの最も外側の層は表
面薄層と呼ばれる。一実施形態では、前駆体ウェブは、全体の厚さが約２５マイクロメー
トル（０．００１インチ）である三層共押出積層体を含み、コア層の厚さは約１８マイク
ロメートル（０．０００７インチ）であり、各表面薄層の厚さは約３．５マイクロメート
ル（０．０００１５インチ）である。前駆体ウェブの厚さは、約１５マイクロメートル、
２０マイクロメートル、２５マイクロメートル、３０マイクロメートル、３５マイクロメ
ートル、４０マイクロメートル、４５マイクロメートル又は６０マイクロメートルである
ことができる。一実施形態では、層は、異なる応力ひずみ特性及び／又は弾性特性を有す
るポリマーを含むことができる。
【００５３】
　前駆体ウェブは、従来の共押出フィルム作製装置で多層フィルムを製造するための従来
手順を用いて作製することができる。ブレンドを含む層が必要とされる場合には、上記構
成成分のペレットは、まず乾燥ブレンドさせ、次にその層を供給する押出成形機で溶融混
合することができる。あるいは、不十分な混合が押出成形機で生じる場合には、ペレット
は、まず乾燥ブレンドさせ、次に予備化合押出成形機で溶融混合し、続いて、再ペレット
化し、その後、フィルム押出成形することができる。前駆体ウェブを作製するのに好適な
方法は、米国特許第５，５２０，８７５号及び同第６，２２８，４６２号に開示されてい
る。
【００５４】
　一般に、有色ウェブ上の離散型伸長要素の高い領域密度（又は低い平均中心間離間距離
又は低い平均端部間離間距離）を形成する能力は、前駆体ウェブの厚さにより制限するこ
とができる。例えば、一実施形態では、成形構造体の２つの隣接する離散型隆起要素の端
部間離間距離は、成形構造体の隣接する離散型隆起要素間の適切かつ完全な三次元有色ウ
ェブ形成を可能にするために、前駆体ウェブの厚さの約２倍を超えるべきである。更に、
一実施形態では、成形構造体の複数の離散型隆起要素の平均高さと前駆体ウェブの厚さの
比は、典型的には少なくとも約２：１、少なくとも約３：１、少なくとも約４：１又は少
なくとも約５：１である。同様に、凹部又は開口を有する成形構造体が本発明の有色ウェ
ブを作製するために使用される場合、開口直径は、三次元有色ウェブを形成するために凹
部又は開口に適合させるべく、前駆体ウェブの厚さの２倍を超えなければならない。
【００５５】
　特定の実施形態では、前駆体ウェブは、所望により、界面活性剤を更に含むことができ
る。利用される場合には、好ましい界面活性剤は、アルコールエトキシレート、アルキル
フェノールエトキシレート、カルボン酸エステル、グリセロールエステル、脂肪酸のポリ
オキシエチレンエステル、アビエチン酸に関連する脂肪族カルボン酸のポリオキシエチレ
ンエステル、無水ソルビトールエステル、エトキシ化（etyhoxylated）無水ソルビトール
エステル、エトキシ化天然脂肪、油及びワックス、脂肪酸のグリコールエステル、カルボ
ン酸アミド、ジエタノールアミン縮合体及びポリアルキレンオキシドブロックコポリマー
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などの非イオンファミリーからのものが挙げられる。本発明のために選択される界面活性
剤の分子量は、約２００グラム毎モル～約１０，０００グラム毎モルの範囲であり得る。
好ましい界面活性剤は、約３００～約１，０００グラム毎モルの分子量を有する。
【００５６】
　利用される場合には、前駆体ウェブ中に最初にブレンドされる界面活性剤濃度は、前駆
体ウェブ全体の最大１０重量パーセントであることができる。好ましい分子量範囲（３０
０～１，０００グラム／モル）の界面活性剤を低濃度で、通常は前駆体ウェブ全体の約５
重量パーセント以下で、添加することができる。
【００５７】
　粒子状皮膚処理剤若しくは保護剤、又は、例えば、ゼオライトといった匂い吸収活性物
質などの他の添加剤は、所望により、前駆体ウェブの１つ以上の層に添加することができ
る。いくつかの実施形態では、粒子状物質を含む有色ウェブは、皮膚接触用途に使用され
る場合には、活性物質を非常に直接的及び効率的な方法で皮膚に接触させることができる
。特に、いくつかの実施形態では、離散型伸長要素の形成は、粒子状物質をその遠位端で
又はその近くで曝露することができる。それゆえに、皮膚ケア剤などの活性物質は、有色
ウェブが皮膚接触用途で使用された場合にこのような皮膚ケア剤との直接皮膚接触を可能
にするために、離散型伸長要素の遠位端にて又はその近くにて局所化することができる。
【００５８】
　真珠光沢フィルムもまた、本発明の有色ウェブ材料に好適な前駆体ウェブであることが
できる。真珠光沢フィルムは、典型的には、第一屈折率を有する第一ポリマーを含む第一
層と、第二屈折率を有する第二ポリマーを含む第二層と、を含む多層フィルムである。各
層の異なるポリマーの異なる屈折率は、真珠光沢効果を生じる。いくつかの真珠光沢フィ
ルムは、百を超える層を含み、各層は厚さがわずか数ナノメートルである。このような真
珠光沢フィルムは、米国特許第３，７１１，１７６号及び同第５，４５１，４４９号に詳
細が記載されている。好適な市販の真珠光沢フィルムは、ＢＡＳＦから商品名ＡＵＲＯＲ
Ａ（登録商標）Ｓｐｅｃｉａｌ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｆｉｌｍｓで市販されている。
【００５９】
　本発明の有色ウェブを製造するために前駆体ウェブとして利用される真珠光沢フィルム
は、特に興味を引く視覚効果を提供することができる独特の特性を有する。各層における
各ポリマーの屈折特性及び真珠光沢フィルムの各層の厚さは、真珠光沢フィルムにより反
射される光の波長を決定し、それゆえにフィルムは様々な色を呈する。本発明の有色ウェ
ブを形成するために真珠光沢フィルムを加工すると、有色ウェブの伸長要素は、三次元ト
ポグラフィー並びに／又は本発明の有色ウェブの伸長要素の遠位端における及び／若しく
は側壁に沿ったフィルムの薄化に起因して、異なる色及び／又は視覚効果を呈する傾向を
有する。
【００６０】
　一実施形態では、真珠光沢フィルムは、空気の層を含むことができる（例えば、前駆体
ウェブ材料内の空隙）。このようなウェブ材料は、蝶の翅に自然に見られる構造を模倣す
ることができ、翅構造内の空気の層は、ウェブ材料に真珠光沢外観を付与するのに十分な
屈折特性の違いを提供する。
【００６１】
　真珠光沢フィルムの色は角度依存性であるので、伸長要素の三次元トポグラフィーは、
フィルム層の薄化がほとんど又は全くない場合（例えば、約２５％未満）でさえ、前駆体
ウェブ及び離散型伸長要素の周りのランド領域とは異なる視認可能な色を帯びる。
【００６２】
　既述のように、真珠光沢前駆体ウェブの外観は、本発明の有色ウェブの伸長要素を形成
するときなど、ウェブに付与する薄化の程度により操作することができる。真珠光沢フィ
ルムが反射光の光路長が約３７０ｎｍ～約７７０ｎｍの範囲（すなわち、可視光範囲）内
に収まるような、厚さ及び屈折特性を有するとき、フィルムは知覚色を呈する。強化され
る反射色は、層厚さの波長の最大で約２倍の波長を有する。光がウェブを通して取る光路
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長は、視角依存性である。直接上から（すなわち、９０度）見ると、光路長は最短となり
、層の厚さの約２倍である。９０度未満の角度から見ると、光路長はより長くなる。それ
ゆえに、ウェブの所定の領域の厚さを変えることによりウェブの所定の領域内の知覚色を
操作することが可能である。本発明の有色ウェブの薄化伸長要素を形成することは、伸長
要素の領域に知覚色の変化を付与する。変化の程度は、ウェブの薄化の程度に依存し得る
。
【００６３】
　図７Ａ及び７Ｂは、特定の真珠光沢フィルムウェブであるＡｕｒｏｒａ　Ｓｐｅｃｉａ
ｌ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｆｉｌｍ　ＩＦ　４７８１　Ｒｅｄ　Ｇｒｅｅｎ　５６における薄化
の効果を示す。未伸張状態の真珠光沢フィルムは、暗色の背景の前であると緑色を呈し、
明色の背景の前であると赤色を呈する。図７Ａの真珠光沢フィルムウェブは、暗色の背景
に対する未伸張状態で示されている。図７Ａのフィルムウェブは、次に、幅２５．４ｍｍ
、長さ２５．４ｍｍのサンプルを２ｍｍ／秒の引張試験機で引張ることにより、伸張され
る。図７Ｂに示すように、伸張した真珠光沢フィルムウェブは、薄化していない第一領域
と、いくらか薄化した第二領域と、更に薄化した第三領域と、を呈する。第一領域は、図
７Ａの未伸張状態のフィルムと同一の色を有する。第二領域は、未伸張状態のフィルムに
対して視認可能な反射光の青方偏移を生じさせるのに十分に薄化している。第三領域は、
十分に伸張した領域において無色であるような程度で薄化している。これは、反射光が可
視領域外となるように真珠光沢フィルムウェブが薄化している結果である。すなわち、層
の厚さは、最短の可視光波長の半分未満である。
【００６４】
　厚さの違いは、図８Ａ（緑色を呈する未伸張状態の領域）及び８Ｂ（無色外観を呈する
伸張状態の領域）に示される断面顕微鏡写真画像により更に例示される。図８Ａは、図７
Ａに示されたフィルムの未伸張状態の有色領域の断面顕微鏡写真画像であり、約１５０ナ
ノメートルの厚さである各層を有する。図８Ｂは、図７Ｂの、伸張状態の無色第三領域の
断面顕微鏡写真画像であり、約８０ナノメートルの厚さである各層を有する。
【００６５】
　別の実施形態では、真珠光沢前駆体ウェブは、最長の可視光波長の２倍を超える未伸張
状態の層の厚さを有することができる。この場合、フィルムウェブは、最初は無色である
。このようなフィルムウェブは、本発明の有色ウェブの伸長要素を形成するときのように
、可視光波長に対して真珠光沢を有するような厚さに層を薄化するように、伸張させるこ
とができる。このとき、フィルムウェブは、薄化領域においてのみ有色になる。
【００６６】
　真珠光沢前駆体ウェブの一実施形態では、前駆体ウェブは、ポリエチレン製の外側層を
含む。これは、ポリエチレン外側層を有さない真珠光沢前駆体ウェブと比較して、より柔
らかな手触りを呈し、より静かである傾向を有し得る本発明の有色ウェブを提供する。
【００６７】
　前駆体ウェブはまた、所望により、充填剤、可塑剤及びこれらに類するものを含むこと
ができる。
【００６８】
　干渉顔料
　干渉顔料は、典型的には、異なる屈折率を有する制御された厚さの２つ以上の層を含む
粒子である。干渉顔料は、薄く及び板状であってよい粒子の異なる層からの、典型的には
２つの、しかし場合によっては更に多くの光の反射の干渉により、特徴的な反射色を生ず
ることができる。本発明のために好適な干渉顔料の非限定例は、ＴｉＯ２、シリカ、酸化
スズ、酸化鉄、及びこれらの混合物のフィルムで層状化された、天然又は合成の雲母、ボ
ロシリケートガラス、シリカ、及びこれらの混合物からなるベース基材粒子を含み、それ
らの層の厚さは約５０ｎｍ～約３００ｎｍである。一実施形態では、干渉顔料は、粉末形
態において巨視的に見たときに実質的に無色であり、フィルム層はＴｉＯ２である。
【００６９】
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　好適な干渉顔料は、例えば、Ｒｏｎａ（Ｔｉｍｉｒｏｎ（商標））、Ｓｅｎｓｉｅｎｔ
（Ｃｏｖａｐｅａｒｌ（商標））、Ｅｎｇｌｅｈａｒｄ（Ｆｌａｍｅｎｃｏ（商標））、
Ｋｏｂｏ（ＫＴＺ　Ｉｎｔｅｒｖａｌ（商標）及びＩｎｔｅｒｆｉｎｅ（商標））及びＥ
ｃｋａｒｔ（Ｐｒｅｓｔｉｇｅ（商標））といった種々多様な供給元から市販されている
。一実施形態では、干渉顔料は、個々の粒子の最も長い方向における平均直径が約５マイ
クロメートル～約１５０マイクロメートル、あるいは約５マイクロメートル～約２５マイ
クロメートル、あるいは約１０～約２０マイクロメートルである。
【００７０】
　所望により、本発明の有色ウェブは、干渉顔料に加えて、着色剤を更に含むことができ
る。本明細書で使用するとき、用語「着色剤」は、一般に、顔料、レーキ、トーナー、染
料、又は、材料に色を付与するために使用される他の作用剤を指す。
【００７１】
　本発明の有色ウェブ材料は、所望により、干渉顔料以外の着色剤を更に含むことができ
、これはウェブ材料それ自体に組み込まれる（例えば、共押出される）か、又は、ウェブ
材料の少なくとも１つの表面上にコーティングされる。
【００７２】
　好適な顔料の非限定例としては、タルク、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、ケイ酸
マグネシウム、ケイ酸マグネシウムアルミニウム、シリカ、二酸化チタン、酸化亜鉛、ベ
ンガラ、黄酸化鉄、黒酸化鉄、カーボンブラック、ウルトラマリン、ポリエチレン粉末、
メタクリレート粉末、ポリスチレン粉末、シルクパウダー、結晶質セルロース、デンプン
、オキシ塩化ビスマス及びこれらに類するものが挙げられる。
【００７３】
　本明細書で使用することができる一部の着色剤としては、Ｄ＆Ｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｎｏ
．７、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．３６、ＦＤ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．３、ＦＤ＆Ｃ　Ｒｅｄ　
Ｎｏ．４、Ｄ＆Ｃ　Ｏｒａｎｇｅ　Ｎｏ．４、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．６、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅ
ｄ　Ｎｏ．３４、ＦＤ＆Ｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｎｏ．６、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．３３、Ｆ
Ｄ＆Ｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｎｏ．５、Ｄ＆Ｃ　Ｂｒｏｗｎ　Ｎｏ．ｌ、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎ
ｏ．１７、ＦＤ＆Ｃ　Ｇｒｅｅｎ　Ｎｏ．３、Ｄ＆Ｃ　Ｂｌｕｅ　Ｎｏ．４、Ｄ＆Ｃ　Ｙ
ｅｌｌｏｗ　Ｎｏ．８、Ｄ＆Ｃ　Ｏｒａｎｇｅ　Ｎｏ．５、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．２２
、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．２１、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．２８、Ｄ＆Ｃ　Ｏｒａｎｇｅ　
Ｎｏ．１１、Ｄ＆Ｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｎｏ．１０、Ｄ＆Ｃ　Ｖｉｏｌｅｔ　Ｎｏ．２、Ｅ
ｘｔ．Ｄ＆Ｃ　Ｖｉｏｌｅｔ　Ｎｏ．２、Ｄ＆Ｃ　Ｇｒｅｅｎ　Ｎｏ．６、Ｄ＆Ｃ　Ｇｒ
ｅｅｎ　Ｎｏ．５、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．３０、Ｄ＆Ｃ　Ｇｒｅｅｎ　Ｎｏ．８、Ｄ＆
Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．７、ＦＤ＆Ｃ　Ｂｌｕｅ　Ｎｏ．ｌ、Ｄ＆Ｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｎｏ．
７、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．２７、Ｄ＆Ｃ　Ｏｒａｎｇｅ　Ｎｏ．１０、Ｄ＆Ｃ　Ｒｅｄ
　Ｎｏ．３１、ＦＤ＆Ｃ　Ｒｅｄ　Ｎｏ．４０、Ｄ＆Ｃ　Ｙｅｌｌｏｗ　Ｎｏ．１１、Ａ
ｉｍａｔｔｏ抽出物、ｐｉカロチン、グアニン、カーマイン、アルミニウム粉末、ウルト
ラマリン、オキシ塩化ビスマス（例えば、ＢＡＳＦから商品名Ｍｅａｒｌｉｔｅ（商標）
で市販）、酸化クロム緑、水酸化クロム緑、酸化鉄、フェロシアン化第二鉄、マンガンバ
イオレット、二酸化チタン、酸化亜鉛、カラメル着色料、フェロシアン化第二アンモニウ
ム、ジヒドロキシアセトン、グアイアズレン、葉蝋石、青銅粉末、銅粉末、ステアリン酸
アルミニウム、ステアリン酸カルシウム、ラクトファビン（lactofavin）、ステアリン酸
マグネシウム、ステアリン酸亜鉛、カプサンシン／カプソルビン、ベントナイト、硫酸バ
リウム、炭酸カルシウム、硫酸カルシウム、カーボンブラック、炭酸マグネシウム、有色
シリカ、茶色染料、Ｒｕｓｓｅｔ染料、Ｓｉｅｎｎａ染料及びこれらに類するものが挙げ
られるが、これらに限定されない。他の好適な着色剤としては、リーフィング金属フレー
クインク及び非リーフィング金属フレークインクと呼ばれるものなどの金属インクが挙げ
られる。
【００７４】
　レーキは、固形希釈剤で伸ばされる若しくは薄められる顔料、又は、通常はアルミニウ
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ム水和物である吸着性表面上に水溶性染料を沈着させることによって調製される有機顔料
のいずれかである。場合によっては、可溶性染料がアルミニウム水和物の表面上に沈殿し
て、無機顔料の着色を生じるかどうか、又は、基材の存在下で端に沈殿するだけであるか
どうかに関して、不確実性が存在する。酸性染料又は塩基性染料からの不溶性の塩を沈着
させてもレーキが形成される。本明細書ではカルシウムレーキ及びバリウムレーキも用い
られる。
【００７５】
　所望の視覚効果に依存して、本発明の表面へ適用するための着色剤を選択する際に、可
撓性インク又は不可撓性インクを利用することができる。非可撓性インクは、本発明の有
色ウェブの形成時に伸長要素の領域において破砕する傾向を有する。これは、適用された
着色剤の下にあるウェブの色が伸長要素の領域において強調される結果を生じる傾向を有
する。
【００７６】
　この効果が望ましくない他の態様では、本発明の有色ウェブの形成の際に伸長要素の領
域で薄くなり得るが破砕し得ない可撓性インクを利用することができる。可撓性インクと
しては、Ｓｕｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ（５０２０　Ｓｐｒｉｎｇ　Ｇｒｏｖｅ　Ａｖｅｎｕ
ｅ，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，Ｏｈｉｏ　４５２３２）から市販されているものが挙げられ
る。
【００７７】
　一実施形態では、本発明の多層ウェブの層のうちの１つは、黒色を有する。黒色層は、
典型的には、異なる色を有する別の層と組み合わされる。黒色層は、本発明に従って前駆
体ウェブに付与された三次元パターンを強調するための背景として、特に、伸長要素の遠
位端にて又はその近くにて壁の薄化を呈する本発明のウェブ材料の伸長要素として、働く
ことができる（伸長要素の遠位端は、閉口であってもよく、又は開口であってもよい）。
黒色層を提供するために、層は、典型的には、酸化鉄、カーボンブラック及びこれらに類
するもの及びこれらの混合物からなる群から選択される顔料を含む。一実施形態では、多
層ウェブの層は、カーボンブラックを含む。黒色層の顔料濃度は、黒色層の約０．５重量
％～約５０重量％、約１重量％～約３０重量％又は約２重量％～約２０重量％であり得る
。下記の実施例１及び２は、このタイプの多層ウェブを示す。
【００７８】
　一実施形態では、本発明の多層ウェブの層のうちの１つは、白色を有する。白色層は、
典型的には、異なる色を有する別の層と組み合わされる。白色層は、本発明に従って前駆
体ウェブに付与された三次元パターンを強調するための背景として、特に、伸長要素の遠
位端にて又はその近くにて壁の薄化を呈する本発明のウェブ材料の伸長要素として、働く
ことができる（伸長要素の遠位端は、閉口であってもよく、又は開口であってもよい）。
白色層を提供するために、層は、典型的には、二酸化チタン、炭酸カルシウム、タルク及
びこれらに類するものからなる群から選択される顔料を含む。一実施形態では、多層ウェ
ブの層は、二酸化チタンを含む。白色層の顔料濃度は、白色層の約０．５重量％～約２０
重量％、約１重量％～約１０重量％又は約２重量％～約６重量％であり得る。下記の実施
例３は、このタイプの多層ウェブを示す。（ポリエチレンポリマーフィルム中の）ポリ乳
酸などの、フィルムのポリマーに不混和性である他の材料はまた、不透明なものを作り出
すのに使用することができる。
【００７９】
　一実施形態では、本発明の多層ウェブの層のうちの１つは、黒でも白でもない色を有す
る。このような有色層は、典型的には、黒又は白色である背景層と組み合わされる。一実
施形態では、このような有色層は干渉顔料を含み、干渉顔料は、巨視的に三次元パターン
を有する本発明のウェブ材料に組み込まれると、審美的に好ましい視覚効果を提供するこ
とができる。一実施形態では、干渉顔料は雲母であり、様々な色及び粒径で市販されてい
る。有色ウェブ材料の層中の干渉顔料の濃度は、有色ウェブ材料の約１重量％～約５０重
量％、約２重量％～約２５重量％又は約４重量％～約１５重量％であり得る。干渉顔料の
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粒径の範囲は、約５マイクロメートル～約１２０マイクロメートル、約５マイクロメート
ル～約６０マイクロメートル又は約５マイクロメートル～約２５マイクロメートルであり
得る。
【００８０】
　一実施形態では、着色剤は、凸版印刷、石版印刷、フレキソ印刷、グラビア、シルクス
クリーン又はこれらに類するものなどのプロセスを介して前駆体ウェブの表面に適用され
る。典型的には、着色剤は、約１～約２０マイクロメートルの厚さまで表面に適用される
。着色剤コーティングの厚さは、本発明の有色ウェブの伸長要素を形成することにより提
供される視覚的印象に加えて、様々な視覚的印象を提供するために変えることができる。
【００８１】
　有色ウェブ材料を製造するためのプロセス
　複数の離散型伸長要素を備える本発明のウェブ材料を製造するために、様々なプロセス
を利用することができる。一般に、本発明のウェブ材料は、前駆体ウェブ及び成形構造体
を提供すること、成形構造体上に前駆体ウェブを配置すること、前駆体ウェブと成形構造
体に対して圧力を印加して、少なくとも部分的に前駆体ウェブを成形構造体のトポグラフ
ィーに適合させて、本発明の有色ウェブ材料を形成することにより、製造される。前駆体
ウェブに対して印加される圧力は、機械的エンボス加工、真空成形及び油圧成形などの当
該技術分野において既知の様々なプロセスにより生じさせることができる。
【００８２】
　本発明のプロセスで有用な成形構造体は、複数の離散型隆起要素と、離散型隆起要素を
完全に包囲するランドと、を備える。本発明の成形構造体の離散型隆起要素は、エンボス
加工プロセスにおけるダイで使用される典型的なパターンに比較して、規模が小さい。成
形構造体の離散型隆起要素はまた、比較的高いアスペクト比を有する。特性のこの組み合
わせにより、本発明のプロセスは、前駆体ウェブを加熱することなく、また、高速におい
ても、薄化遠位端を有する比較的高いアスペクト比の伸長要素を備える有色ウェブを製造
することができる。
【００８３】
　成形構造体の離散型隆起要素は、ほぼ円柱状、又は、円形、楕円形、正方形、三角形、
六角形、台形、凸部、ピラミッド、砂時計形及びこれらに類するもの及びこれらの組み合
わせといった非円柱状などの様々な異なる形状からなることができる。離散型隆起要素は
、様々な薄化の程度を有することができ、ある湾曲率を有することができる。隆起要素は
、尖った点、丸まった点、平坦な点又はこれらの組み合わせを有することができる。様々
な隆起要素、高さ、形状及び／又はパターンの組み合わせを有する成形構造体は、特に望
ましい外観を有する本発明のウェブを製造することができる。
【００８４】
　成形構造体は、本発明の有色ウェブを作製するために必要な寸法を有する隆起要素を持
たせるために成形できる任意の材料から作製することができ、成形構造体にかかる加工温
度及び圧力範囲に対して寸法安定性である。破断しないように十分なひずみを破断点にて
有する（すなわち、過度に脆くない）限り、比較的上背のある高いアスペクト比の隆起要
素は、成形構造体の材料の弾性率が高いほど、良好な有色ウェブを形成することが判明し
ている。
【００８５】
　一実施形態では、隆起要素は、成形構造体と一体化して作製される。すなわち、成形構
造体は、材料を除去することによるか又は材料を構築することによるかのいずれかで、一
体型構造として作製される。例えば、必要とされる比較的小さな規模の隆起要素を有する
成形構造体は、化学エッチング、機械的エッチングによる、又は、放電加工機（ＥＤＭ）
若しくはレーザーなどの高エネルギー源を使用しての切除による、又は、電子ビーム（ｅ
－ビーム）による、又は、電解加工（ＥＣＭ）による、といった材料の局所的選択性除去
により作製することができる。一実施形態では、成形構造体は、米国特許第４，３４２，
３１４号に記載のように、フォトエッチング積層プロセスにより、構築することができる
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。
【００８６】
　本発明の有色ウェブ材料を作製するために使用される成形構造体は、平板、ロール、ベ
ルト、スリーブ又はこれらに類するものの形状であることができる。一実施形態では、成
形構造は、ロールの形状である。
【００８７】
　好適な成形構造体の非限定例としては、米国特許仮出願第６１／１５９，９０６号（２
００９年３月１３日出願）、米国特許第７，５２１，５８８号及び第４，６０９，５１８
号に記載のものが挙げられる。
【００８８】
　本発明の有色ウェブ材料を作製するために使用される成形構造体は、凹部又は開口を備
えることができる。成形構造体が凹部又は開口を備える場合、前駆体ウェブは、成形構造
体の凹部又は開口に投入することができ、その結果、離散型伸長要素は前駆体ウェブ内に
形成することができる。
【００８９】
　本発明の有色ウェブ材料を作製するために使用される成形構造体は、離散型隆起要素を
備えることができ、所望により凹部又は開口を更に備える。成形構造体が凹部又は開口を
更に備える場合、前駆体ウェブは、成形構造体の凹部又は開口に投入することができ、そ
の結果、離散型伸長要素は、成形構造の隆起要素により離散型隆起要素が形成される表面
の反対側の前駆体ウェブの表面から伸長して、前駆体ウェブ内に形成することができる。
結果として、二面有色ウェブを作り出すことができ、これは有色ウェブの各面上に異なる
パターン又は寸法の伸長要素を有する。成形構造体及び前駆体ウェブに対して生じた圧力
、並びに、成形構造体の隆起要素及び所望による凹部又は開口の幾何学的形状に依存して
、有色ウェブの離散型伸長要素は、閉口又は開口遠位端を有することができる。
【００９０】
　本発明のウェブを作製するために使用される成形構造体は、米国特許第５，１５８，８
１９号に記載のもののような、デザイン又はパターンを作製するための所定の配列で、離
散型隆起要素及び／又は凹部若しくは開口を備えることができる。特定の領域は、離散型
隆起要素及び／又は凹部若しくは開口を有さなくてもよい。離散型隆起要素及び／又は凹
部若しくは開口は、所望により、伸長要素が様々な度合いの薄化を有するように、デザイ
ン及び色勾配の両方を作り出すことができる様々な高さであることができる。
【００９１】
　凸部又は溝の形状の離散型隆起要素は、米国特許第５，５６７，３７６号に記載のもの
のような様々な位置で配列することができる。
【００９２】
　一実施形態では、隆起要素は、高さなどの様々な幾何形状を有することができ、これは
、有色ウェブ材料の伸長要素の特定の色に影響を与えることができる。例えば、伸長要素
は、数十又は数百の隣接する隆起要素の範囲で高さを段階的に上げることができ、その結
果、有色材料は、このような隆起要素に対応する領域において色勾配を呈することができ
る。
【００９３】
　一実施形態では、本発明の有色ウェブを作製するために好適なプロセスは、本明細書に
記載のように成形構造体を提供すること、適合基材を提供すること、並びに、成形構造体
と適合基材との間に圧力を生じさせることを伴う。好適な適合基材は、米国特許仮出願第
６１／１５９，９０６号（２００９年３月１３日出願）に詳細に記載されている。プロセ
スは、成形構造体と適合基材との間に本明細書に記載されているような前駆体ウェブを提
供すること更に伴う。成形構造体と適合基材との間の圧力は、有色ウェブを製造するため
に、前駆体ウェブを成形構造体に適合させるのに十分である。前駆体ウェブの成形構造体
への適合は、生じる圧力及び成形構造体のトポグラフィーによって、部分的適合、実質的
適合又は完全適合であることができる。理論に束縛されるものではないが、開口遠位端は



(18) JP 2012-519609 A 2012.8.30

10

20

30

40

50

、前駆体ウェブを成形構造体の隆起要素に適合させながら前駆体ウェブを局所的に破裂さ
せることによって、本発明のプロセスにより形成することができると考えられる。このよ
うなプロセスは、米国特許仮出願第６１／１５９，９０６号（２００９年３月１３日出願
）に詳細に記載されている。
【００９４】
　本発明の有色ウェブ材料を製造するための他の好適なプロセスとしては、油圧成形プロ
セスとして典型的に説明されるプロセスが挙げられる。油圧成形プロセスの非限定例は、
米国特許第４，６０９，５１８号及び同第４，８４６，８２１号に詳細に記載されている
。本明細書に記載されているような成形構造体及び前駆体ウェブは、本発明の有色ウェブ
材料を製造するためのこのような油圧成形プロセスにおいて利用することができる。
【００９５】
　本発明の有色ウェブ材料を製造するための他の好適なプロセスとしては、真空成形プロ
セスとして典型的に説明されるプロセスが更に挙げられる。真空成形プロセスの非限定例
は、米国特許第４，４５６，５７０号及び同第４，１５１，２４０号、並びに、米国特許
出願公開第２００４／０１１９２０７（Ａ１）号に詳細に記載されている。本明細書に記
載されているような成形構造体及び前駆体ウェブは、本発明の有色ウェブ材料を製造する
ためのこのような真空成形プロセスにおいて利用することができる。
【００９６】
　本発明の有色ウェブを形成するために前駆体ウェブの恒久的変形を得るには、前駆体ウ
ェブは、典型的には、前駆体ウェブの降伏点を超えて所定のプロセスにより伸張される。
【００９７】
　本発明のプロセスは、バッチプロセス又は連続プロセスであることができる。
【００９８】
　連続プロセスは、巻き出され、成形構造体と適合基材との間に供給される前駆体ウェブ
のロールを提供することを伴うことができ、成形構造体及び適合基材の各々はロールの形
状であることができる。図９は、本発明の連続プロセスの一実施形態を示し、前駆体ウェ
ブ３０は、成形構造体ロール８及び適合基材ロール３８との間に供給される。適合基材ロ
ール３８は、スチールロールなどの剛性ロール４０を備え、これは適合材料４２で被覆さ
れている。適合材料４２は、約３ｍｍの厚さＴを有する。前駆体ウェブが成形構造体ロー
ル８と適合基材ロール３８との間を通過すると、有色ウェブ１８が形成される。このよう
なプロセスは、米国特許仮出願第６１／１５９，９０６号（２００９年３月１３日出願）
に詳細に記載されている。
【００９９】
　本発明の有色ウェブを作製するためのプロセスは、典型的には、比較的短い滞留時間を
伴う。本明細書で使用するとき、用語「滞留時間」は、圧力が前駆体ウェブの所定の部分
に印加される時間量を指し、通常、前駆体ウェブの所定の部分が成形構造体の上に位置し
たまま過ごす時間量を指す。本発明の有色ウェブを作製するプロセスに関しては、圧力は
、典型的には、約５秒未満、約１秒未満、約０．０１秒未満、約０．００５秒未満又は約
０．００２秒未満の滞留時間にわたって前駆体ウェブに印加される。例えば、滞留時間は
、約０．５ミリ秒～約５０ミリ秒であることができる。このような比較的短い滞留時間で
あっても、有色ウェブは、本明細書に記載の望ましい構造特徴を有した状態で製造するこ
とができる。結果として、本発明のプロセスは、有色ウェブの高速製造を可能とする。
【０１００】
　本発明の有色ウェブの作製のためのプロセスに関し、特に連続プロセスについては、前
駆体ウェブは、成形構造体に対して少なくとも約０．０１メートル毎秒、少なくとも約１
メートル毎秒、少なくとも約５メートル毎秒、少なくとも約７メートル毎秒又は少なくと
も約１０メートル毎秒の速度で形成することができる。他の好適な速度としては、例えば
、少なくとも約０．０１、０．０５、０．１、０．５、１、２、３、４、５、６、７、８
、９又は１０メートル毎秒が挙げられる。
【０１０１】
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　成形構造体の隆起部の形状及び印加される圧力などの要因に依存して、本発明のプロセ
スにより製造される有色ウェブの伸長要素の遠位端は、閉口又は開口のいずれかであるこ
とができる。
【０１０２】
　米国特許出願公開第２００８／０２２４３５１（Ａ１）号に記載のものなどの低ひずみ
速度プロセスもまた、本発明の有色ウェブを製造するために使用することができ、駆動ベ
ルトは固体又は適合基材である。
【０１０３】
　本発明のプロセスは、所望により、有色ウェブを更に操作するために、他のプロセスと
組み合わせることができる。一実施形態では、このような追加のプロセスは、例えば、吸
収性物品を製造するための同一のプロセス製品製造ラインで本発明のプロセスと組み合わ
せることができる。一実施形態では、本発明のプロセスは、米国特許出願公開第２００６
／００８７０５３（Ａ１）号又は同第２００５／００６４１３６（Ａ１）号に記載のプロ
セスのように、有色ウェブにマクロ開口を付与できるプロセスと組み合わされる。このよ
うなプロセスの組み合わせは、吸収性物品におけるトップシートとしての使用に好適であ
り得るマクロ開口有色ウェブを製造することができる。このようなマクロ開口有色ウェブ
は、続いて、好ましくは同一のプロセス製品製造ラインで、吸収性コア、バックシート及
びこれらに類するものなどの他の吸収性物品構成要素と組み合わせることにより、吸収性
物品に変換することができる。
【０１０４】
　代替的実施形態では、適合基材は、気圧又は水圧などの流体圧力で置き換えることがで
きる。空気又は水などの流体により前駆体ウェブ上に行使される圧力は、典型的には、上
記適合基材により前駆体ウェブに行使される圧力と同様である。
【０１０５】
　前駆体ウェブを本発明の成形構造体に適合させるための気圧を提供するのに好適な装置
の一例は、高圧エアナイフである。高圧エアナイフは、例えば、Ｃａｎａｄｉａｎ　Ａｉ
ｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓから市販されている。前駆体ウェブを成形構造体に適合させるために
空気を利用する好適な装置及びプロセスの別の例は、米国特許第５，９７２，２８０号に
詳細に記載されている。
【０１０６】
　前駆体ウェブを本発明の成形構造体に適合させるための水圧を提供するのに好適な装置
の一例は、米国特許第７，３６４，６８７号に記載のもののような、水プレナムである。
【０１０７】
　他の好適なプロセスは、同時係属中の米国特許仮出願第＿＿／＿＿，＿＿（２０１０年
３月１１日出願、標題「ＰＲＯＣＥＳＳ　ＦＯＲ　ＭＡＫＩＮＧ　ＡＮ　ＥＭＢＯＳＳＥ
Ｄ　ＷＥＢ」（Ｐ＆Ｇケース１１６３６））、同第＿＿／＿＿，＿＿（２０１０年３月１
１日出願、標題「ＰＲＯＣＥＳＳ　ＦＯＲ　ＭＡＫＩＮＧ　ＡＮ　ＥＭＢＯＳＳＥＤ　Ｗ
ＥＢ」（Ｐ＆Ｇケース１１６３７））及び同第＿＿／＿＿，＿＿（２０１０年３月１１日
出願、標題「ＰＲＯＣＥＳＳ　ＦＯＲ　ＭＡＫＩＮＧ　ＡＮ　ＥＭＢＯＳＳＥＤ　ＷＥＢ
」（Ｐ＆Ｇケース１１６３８））に記載されている。
【０１０８】
　他の好適なプロセスは、米国特許第４，８４６，８２１号及び米国特許出願公開第２０
０４／０１１９２０７（Ａ１）号に記載されている。
【０１０９】
　複数の伸長要素を備える有色又は半透明ウェブの使用
　本発明の有色又は半透明ウェブは、例えば、吸収性物品の構成要素材料（トップシート
、バックシート又は剥離紙包装材料など）、包装（かぶせ形式上包み、収縮包装及びポリ
バッグなど）、ゴミ袋、食品包装、デンタルフロス、拭き取り用品、電子部品、壁紙、衣
類、エプロン、窓カバー、プレースマット、書籍カバー及びこれらに類するものとして、
様々な用途に利用することができる。
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【実施例】
【０１１０】
　以下の非限定例は、本発明の様々な有色材料を示す。
【０１１１】
　（実施例１）
　三層フィルム前駆体フィルムを調製する。最上層は、雲母系干渉顔料の形態の青着色剤
粒子を含む。中間層は、酸化鉄の形態の黒着色剤を含む。底層は、着色剤を有さない透明
層である。
【０１１２】
　着色剤：
　Ｓｅｎｓｉｐｅａｒｌ　＃５８２４１青雲母系干渉顔料（粒径範囲：１０～６０マイク
ロメートル）
　Ｓｅｎｓｉｅｎｔ　＃５８０４０黒酸化鉄（粒径範囲：０．０９～０．１１マイクロメ
ートル）
　Ｓｅｎｓｉｅｎｔ　Ｃｏｌｏｒｓ　Ｉｎｃ．（２５１５　Ｎ．Ｊｅｆｆｅｒｓｏｎ　Ａ
ｖｅ，Ｓｔ　Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ，６３１０６－１９０３）が両方の着色剤を供給している
。
【０１１３】
　二軸押出機を用いて、固体を各々別個のマスターバッチの中にブレンドして、ペレット
を製造する。これらのペレットは、８０％のＬＬＤＰＥと２０％のＬＤＰＥとのポリエチ
レンブレンド中に２５重量％の固形分を含有する。同じＬＬＤＰＥ／ＬＤＰＥの８０／２
０ブレンドを用い、以下の表に従う適切なマスターバッチを加えて、三層フィルムを共押
出する。
【表１】

【０１１４】
　押し出された前駆体フィルムの全体の厚さは、約２３マイクロメートル（０．９ｍｉｌ
）である。
【０１１５】
　前駆体フィルムは、成形構造体と、ゴム状物質の厚さ６．４ｍｍ（０．２５”）のシー
ト（ジュロ硬度４０）を用いて、周囲温度にてエンボス加工する。ゴム状物質のシートを
成形構造体に対してプレスし、それらの間の前駆体フィルムは、１１．３８ＭＰａ（１６
５０ｐｓｉ）の見かけの圧力の下に置かれ、最上層雲母含有層はゴムシートに面する。
【０１１６】
　図１０は、実施例１の有色ウェブ材料を作製するために使用できる、複数の隆起要素を
含む領域（すなわち、図１０におけるより明るい領域）と、隆起要素を全く有さない領域
（すなわち、図１０におけるより暗い領域）と、を含む成形構造体が利用されることを示
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す。隆起要素は、隆起要素を有さない領域に花のデザインを作り上げるように並べられて
いる。
【０１１７】
　図１１は、図１０に示されている成形構造体の比較的鋭い隆起要素の高倍率側面図を提
供し、隆起要素は、中心間で約２０５マイクロメートルで離間しており、高さ約２１５マ
イクロメートルである。
【０１１８】
　図１２は、実施例１の有色ウェブの顕微鏡写真である。有色フィルム材料の離散型伸長
要素は、黒中間層が有色フィルムの伸長要素の薄化開口及び閉口遠位端を通して部分的に
視認可能となることに起因して、伸長要素を有さない領域よりも暗い青を有する。
【０１１９】
　図１３は、実施例１の有色フィルム材料の一部の顕微鏡写真上面図であり、離散型伸長
要素の大半は閉口遠位端を有する。
【０１２０】
　図１４は、実施例１の有色フィルム材料の一部の顕微鏡写真上面図であり、離散型伸長
要素の大半は開口遠位端を有する。
【０１２１】
　（実施例２）
　二層フィルム前駆体ウェブ材料を調製する。最上層は雲母系干渉顔料の形態の紫着色剤
粒子を含み、底層はカーボンブラックの形態の黒着色剤を含む。
【０１２２】
　着色剤：
　Ｃｌａｒｉａｎｔ　＃　ＰＥ０２７０９８４３紫雲母系干渉顔料（５～２５マイクロメ
ートル雲母粒径範囲）
　Ｃｌａｒｉａｎｔ　＃　ＰＬ９４６２０００２カーボンブラック（２～１０マイクロメ
ートル粒径範囲）
　Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（１０９９９　Ｒｅｅｄ　Ｈａｒｔｍａｎ
　Ｈｗｙ，Ｓｔｅ　２０１，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，ＯＨ，４５２４２）が、マスターバ
ッチの形態で両方の着色剤を供給する。支持材料樹脂は、２０メルトフローインデックス
のＬＬＤＰＥである。雲母マスターバッチは、約４０重量％の雲母を含有する。
【０１２３】
　ＬＤＰＥ／ＬＬＤＰＥ樹脂を用い、以下の表に従う適切なマスターバッチを加えて、二
層フィルムを共押出する。
【表２】

【０１２４】
　押し出された前駆体フィルムの全体の厚さは、約２５マイクロメートル（１ｍｉｌ）で
ある。
【０１２５】
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　前駆体フィルムは、複数の隆起要素を備える成形構造体と、独立気泡フォームゴムの厚
さ６．４ｍｍ（０．２５”）のシート（Ｎｅｔｈｅｒｌａｎｄ　Ｒｕｂｂｅｒ　Ｃｏ．（
２９３１　Ｅｘｏｎ　Ａｖｅ．，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，ＯＨ，４５２４１）から部品番
号ＳＮＣ－１、ネオプレン／ＥＰＤＭ系ポリマー、Ｄｕｒｏｍｅｔｅｒ（Ｓｈｏｒｅ　０
０）３０～４５で入手可能）である適合材料と、を用いて、周囲温度にてエンボス加工す
る。成形構造体の隆起要素を約２２．０６ＭＰａ（３，２００ｐｓｉ）の見かけの圧力の
下で黒底層に押し込む。
【０１２６】
　図１５は、実施例２の有色フィルム材料を作製するために使用される成形構造体の比較
的丸い先端の隆起要素の高倍率側面図であり、中心間は約２５４マイクロメートルで離間
し、高さは約１９２マイクロメートルである。成形構造体の隆起要素は、隆起要素を有さ
ない領域に花のデザインを作り上げるように並べられている。
【０１２７】
　図１６は実施例２の有色フィルムの写真であり、有色フィルムは、婦人衛生パッド用外
側包装材料として使用される。離散型伸長要素は、黒層が有色フィルムの伸長要素の薄化
遠位端を通して部分的に視認可能となることに起因して、離散型伸長要素を全く有さない
領域よりも暗い紫色を有する。
【０１２８】
　（実施例３）
　二層フィルム前駆体フィルムを調製する。最上層は雲母系干渉顔料の形態の青着色剤粒
子を含み、底層は二酸化チタンの形態の白着色剤を含む。
【０１２９】
　着色剤：
　Ｃｌａｒｉａｎｔ　＃　ＰＥ５２７０９９０５青雲母系干渉顔料（５～２５マイクロメ
ートル雲母粒径範囲）
　Ａｍｐａｃｅｔ　１１０５７３－Ｂ二酸化チタンマスターバッチ（６７重量％のＴｉＯ

２）
　Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（１０９９９　Ｒｅｅｄ　Ｈａｒｔｍａｎ
　Ｈｗｙ，Ｓｔｅ　２０１，Ｃｉｎｃｉｎｎａｔｉ，ＯＨ，４５２４２）が、マスターバ
ッチの形態で雲母系干渉顔料を供給する。支持材料樹脂は、２０メルトフローインデック
スのＬＬＤＰＥである。雲母系マスターバッチは、約４０重量％の雲母系干渉顔料及び約
１５重量％の青顔料を含有する。
【０１３０】
　Ａｍｐａｃｅｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（３７０１　Ｎｏｒｔｈ　Ｆｒｕｉｔｒｉｄ
ｇｅ　Ａｖｅｎｕｅ，Ｔｅｒｒｅ　Ｈａｕｔｅ，Ｉｎｄｉａｎａ　４７８０４）は、白二
酸化チタンマスターバッチを供給する。
【０１３１】
　ＬＤＰＥ／ＬＬＤＰＥ樹脂を用い、以下の表に従う適切な着色剤混合物を加えて、二層
前駆体フィルム材料を共押出する。
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【表３】

【０１３２】
　押し出された前駆体フィルムの全体の厚さは、約１８マイクロメートル（０．７ｍｉｌ
）である。
【０１３３】
　押し出された前駆体フィルムを実施例２と同一条件下でエンボス加工する。
【０１３４】
　図１７は実施例３の有色フィルムの写真であり、有色フィルムは、婦人衛生パッド用外
側包装材料として使用される。離散型伸長要素は、白層が有色フィルムの離散型伸長要素
の薄化遠位端を通して部分的に視認可能となることに起因して、離散型伸長要素を全く有
さない領域よりも明るい青色を有する。
【０１３５】
　（実施例４）
　本発明の有色フィルムを作製するために、真珠光沢フィルムであるＡｕｒｏｒａ　Ｓｐ
ｅｃｉａｌ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｆｉｌｍ、Ａｕｒｏｒａ　Ｆｉｌｍ　ＩＦ４７８１　Ｒｅｄ
　Ｇｒｅｅｎ　５６（ＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（１００　Ｃａｍｐｕｓ　Ｄｒ
ｉｖｅ，Ｆｌｏｒｈａｍ　Ｐａｒｋ，ＮＪ，０７９３２）から入手）を前駆体ウェブとし
て使用する。厚さは約１６マイクロメートルである。
【０１３６】
　前駆体フィルムは、約２４．３ＭＰａ（３５３０ｐｓｉ）の見かけの圧力の下で、複数
の隆起要素を備える成形構造体と、ゴム状物質の厚さ６．４ｍｍ（０．２５”）のシート
（ジュロ硬度４０）である適合材料と、を用いて、周囲温度にてエンボス加工する。成形
構造体の隆起要素は、高さが約２５０マイクロメートルであり、直径が約１０５マイクロ
メートルであり、中心間が約６．８５ｍｍ（２７０ｍｉｌ）で離間している六角形配列に
配置される。
【０１３７】
　図１８は、実施例４の有色フィルムの一部の上面の顕微鏡写真である。
【０１３８】
　図１９は、図１８の有色フィルムの一部の側面の顕微鏡写真であり、離散型伸長要素の
断面図は、離散型伸長要素を包囲するランド領域（厚さ約１５．５マイクロメートル）と
比較しての、伸長要素の遠位端（厚さ約５．３マイクロメートル）における及び伸長要素
の側壁（厚さ約７．３マイクロメートル）に沿った薄化を示す。
【０１３９】
　（実施例５）
　２つの前駆体フィルムを共押出する。真珠光沢フィルムであるＡｕｒｏｒａ　Ｓｐｅｃ
ｉａｌ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｆｉｌｍ　Ｆｌｕｏｒｉｄｅｓｃｅｎｔ（商標）Ｇｒｏｏｖｅｙ
　Ｇｒｅｅｎ　ＦＧ　８６０１　ＲＧ－５６（Ｅｎｇｅｌｈａｒｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉ
ｏｎ（１０１　Ｓｏｕｔｈ　Ｗｏｏｄ　Ａｖｅｎｕｅ，Ｉｓｅｌｉｎ，ＮＪ，０８８３０
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）から入手）を前駆体フィルムのうちの１つとして使用する。
【０１４０】
　Ｓｅｎｓｉｐｅａｒｌ　＃５８２０１緑雲母系干渉顔料（１０～６０マイクロメートル
の粒径範囲）をＳｅｎｓｉｐｅａｒｌ　＃５８２４１青雲母系干渉顔料の代わりに用いる
ことを除いて、実施例１に記載の前駆体フィルムと同様に、もう一方の前駆体フィルムを
調製する。
【０１４１】
　本発明の有色フィルムを作製するために、実施例２に記載のものと同一の成形構造体を
用い、周囲温度にて、前駆体フィルムを共押出する。前駆体フィルムを雲母含有フィルム
の上に真珠光沢フィルムと共に並べ、カーボンブラック側を上向きにし、緑側を下向きに
し、真珠光沢フィルムから離す。成形構造体の隆起要素を下方の雲母含有フィルムの緑側
の中に押し込み、１５．１７ＭＰａ（２２００ｐｓｉ）の見かけの圧力の下で、ゴム状物
質（ジュロ硬度４０）の厚さ６．４ｍｍ（０．２５”）のシートである適合材料でエンボ
ス加工する。
【０１４２】
　図２０は、実施例５の有色フィルムの真珠光沢フィルム側の写真である。図２１は、図
２０に示した有色フィルムの拡大写真であり、伸長要素を有さない領域（例えば、より暗
い領域）と、伸長要素を有する領域（例えば、より明るい領域）と、を示す。
【０１４３】
　図２２は、実施例５の有色フィルムの一部の顕微鏡写真上面図である。
【０１４４】
　図２３は、実施例５の有色フィルムの一部の顕微鏡写真側面図である。この側面図は、
雲母含有フィルムの上の真珠光沢フィルムを示し、伸長要素が入れ子になっている。
【０１４５】
　（実施例６）
　実施例６で利用される前駆体フィルムは、真珠光沢フィルムであるＡｕｒｏｒａ　Ｓｐ
ｅｃｉａｌ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｆｉｌｍ　Ｄｉａｍｏｎｄ　Ｆｉｒｅ　９６０１　ＲＹ（Ｅ
ｎｇｅｌｈａｒｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ（１０１　Ｓｏｕｔｈ　Ｗｏｏｄ　Ａｖｅｎ
ｕｅ，Ｉｓｅｌｉｎ，ＮＪ，０８８３０）から入手）である。
【０１４６】
　前駆体フィルムは、約７．５９ＭＰａ（１１００ｐｓｉ）の見かけの圧力の下で、複数
の隆起要素を備える成形構造体と、ゴム状物質の厚さ６．４ｍｍ（０．２５”）のシート
（ジュロ硬度４０）である適合基材を用いて、周囲温度にてエンボス加工する。成形構造
体の隆起要素は、高さが約２５０マイクロメートルであり、中心間が約３５０マイクロメ
ートルで離間している六角形配列に配置される。成形構造体の隆起要素は、隆起要素を有
さない領域に薔薇のデザインを作り上げるように並べられている。
【０１４７】
　図２４は、実施例６の有色フィルムの斜視面写真である。
【０１４８】
　図２５は、実施例６の有色フィルムの一部の顕微鏡写真上面図である。
【０１４９】
　図２６は、実施例６の有色フィルムの顕微鏡写真側面図であり、伸長要素の遠位端に、
又は、側壁に沿って、ほんのわずかの薄化しか呈さない有色フィルムの伸長要素を示す。
更に、伸長要素のアスペクト比は、比較的小さい。薄化をほとんど有さず、かつ、小さな
アスペクト比を有するにもかかわらず、伸長要素は、図２４に示すように、望ましい視覚
的作用を提供する。
【０１５０】
　本明細書に開示されている寸法及び値は、列挙した正確な数値に厳しく制限されるもの
として理解すべきではない。それよりむしろ、特に規定がない限り、こうした各寸法は、
列挙された値とその値周辺の機能的に同等の範囲との両方を意味することが意図される。
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ている。
【０１５１】
　技術的特性が一実施形態に関して本明細書で開示されている場合、特に指示がない限り
、この特性は、他の実施形態又は請求項に開示されている任意の他の特性と組み合わせる
ことができる。
【０１５２】
　明示的に除外されるか、あるいは限定されない限り、本願に引用するすべての文書は、
相互参照する、又は関連するいかなる特許又は特許出願をも含めて、参照によってそれら
のすべての内容が本願に組み込まれる。いかなる文書の引用も、それが、本願にて開示若
しくは特許請求される発明に対する先行技術であること、又は、それが単独で、あるいは
任意の他の参照文献との組み合わせで、そのようないかなる発明をも教示、暗示、又は開
示することを認めるものではない。更に、本書における用語の意味又は定義が、参照によ
って組み込まれる文書における同じ用語の意味又は定義と対立する限りにおいて、本書に
おいてその用語に与えられた意味又は定義が優先されるものとする。
【０１５３】
　本発明の特定の実施形態が例示され、記載されてきたが、本発明の趣旨及び範囲から逸
脱することなく、他の様々な変更及び修正を実施できることが、当業者には明白であろう
。したがって、本発明の範囲内にあるそのようなすべての変更及び修正を、添付の「特許
請求の範囲」で扱うものとする。

【図１】

【図２】

【図３】



(26) JP 2012-519609 A 2012.8.30

【図４】

【図５】

【図６】

【図７Ａ】

【図７Ｂ】 【図８Ａ】



(27) JP 2012-519609 A 2012.8.30

【図８Ｂ】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】 【図１４】

【図１５】



(28) JP 2012-519609 A 2012.8.30

【図１６】 【図１７】

【図１８】 【図１９】



(29) JP 2012-519609 A 2012.8.30

【図２０】 【図２１】

【図２２】 【図２３】

【図２４】



(30) JP 2012-519609 A 2012.8.30

【図２５】

【図２６】



(31) JP 2012-519609 A 2012.8.30

10

20

30

40

【国際調査報告】



(32) JP 2012-519609 A 2012.8.30

10

20

30

40



(33) JP 2012-519609 A 2012.8.30

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LS,MW,MZ,NA,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,MD,RU,TJ,TM),
EP(AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,SE,SI,S
K,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,BB,BG,BH,BR,
BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,HR,HU,ID,IL,IN,I
S,JP,KE,KG,KM,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI,NO,NZ,OM,PE
,PG,PH,PL,PT,RO,RS,RU,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,US,UZ,VC,VN,ZA,ZM,ZW

（特許庁注：以下のものは登録商標）
１．ＴＥＦＬＯＮ

(74)代理人  100096895
            弁理士　岡田　淳平
(74)代理人  100106655
            弁理士　森　秀行
(74)代理人  100127465
            弁理士　堀田　幸裕
(74)代理人  100158964
            弁理士　岡村　和郎
(72)発明者  キース、ジョセフ、ストーン
            アメリカ合衆国オハイオ州、フェアフィールド、カーリン、コート、１３２０
(72)発明者  ロジャー、デール、ヤング
            アメリカ合衆国ケンタッキー州、フォート、ミッチェル、ブロムリー、ロード、７２８
Ｆターム(参考) 4F100 AA23  AC05  AK01A AK01B AK06  AK63  AT00A AT00B BA02  CA13 
　　　　 　　        DD03A DD03B EH20  EJ39  GB15  GB23  GB41  GB66  GB72  JB16A
　　　　 　　        JB16B JL10A JL10B JN18A JN18B YY00A YY00B


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

